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農業経営部門 平成13年度試験研究主要成果

２．果樹産地への労働力補完システム導入のポイント（技術）

［要約］

果樹産地での労働力補完の形態は、８通り14タイプに分類できる。また、

労働力補完システムを導入する場合は、産地での労働力需給調整組織の必要

性の判断と状況に応じた労働力補完タイプの選択、及び労働力提供者への技

術力向上対策の３点を検討する必要がある。
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［背景・ねらい］

岡山県の果樹生産は、担い手の高齢化や減少によって労働力不足が深刻な問題

になっており、産地内に担い手の労働力を補完するシステム導入の必要性が高ま

っている。そこで、果樹産地で導入可能な労働力補完のタイプを整理するととも

に、先行事例の調査からシステムを導入していく際の留意点を明らかにする。

［成果の内容・特徴］

１．労働力補完のタイプを「産地としての労働力需給調整機能（主体）の有無」と

「労働力の調達と作業の外部委託化」によって、さらに後者を「労働力提供等の

補完が相互関係にあるか否か」によって分類すると、８通り14タイプに分類でき

た（図１ 。）

２．果樹産地で労働力補完システムを導入する場合に留意する点は、１つに労働力

需給調整組織の必要性の判断、２つに労働力の量的不足の解消方法（労働力補完

タイプ）の選択、３つに必要とする労働力の質的検討（技術力向上対策）の３点

であった（図２ 。）

３．果樹産地の周辺地域での農家の減少や兼業化、担い手の高齢化により、農家が

独自に労働力を調達することが難しくなっているなかで、農家の労働力確保の負

担を軽減し、産地として効率的に労働力を確保していく点から、労働力需給調整

組織の必要性が高まっていると考えられた。

４．労働力の量的不足の解消方法を検討する場合、産地を構成する農家の互助意識

と産地を取り巻く地域の潜在労働力の量を主に考慮する必要があった。そして、

農家間の互助意識が高い場合には相互の労働力補完が期待できるため、また潜在

労働力の量が多い場合は外部からの労働力の確保が相対的に容易であるため、そ

れぞれ労働力補完タイプの選択肢が広がった（図３ 。）

５．労働力提供者の技術力向上対策の検討については、果樹作業には熟練を要する

作業があり、こうした作業の労働力補完システムを定着させるため、多くの産地

が労働力提供者に１～２年の研修を行っていた。そのため、技術力修得に向けた

研修体系づくりを同時に進める必要があると考えられた。

以上から、本県の果樹産地に労働力補完システムを導入する場合、産地をまとめ

る立場にある農協や生産者部会等が可能な限り労働力の需給調整組織としてシステ

ムに介在し、労働力提供者への技術研修を伴わせながら、産地状況に即した補完タ

イプを選択・検討していくことが重要と考えられる。

［成果の活用面・留意点］

１．果樹産地で労働力補完システムを検討する場合の判断基準として利用できる。
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［その他］

：果樹産地再編に対応した担い手確保支援システムの確立試験研究課題・事業名

：県単予算区分

：平成11～13年研究期間

：なし関連情報等

図２　果樹作業の労働力補完を考える際の３つの視点
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　図３　地域条件の違いからみた導入可能性の高い果樹作業の労働力補完システム
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図１　調整機能の有無と労働力補完の内容・方向による労働支援のタイプ

労働力補完の内容と方向
労働力の調達 農作業の受委託


